


能登半島地震による住宅等の被害に対する
新潟市の支援策について（1月22日現在・中山均編集）

今回の地震による家屋等の被害について、新潟市の支援策が動いており、順次追加されています。加えて、現在制度設計中の
ものもあります。これらについて、現在発信されている新潟市の情報だけでは不十分なところや補足すべきところなどがあるの
で、暫定的な補足説明資料を作成しました。ご不明な点は各担当課や中山にお問い合わせください。また、1月24日からは新潟
市の総合相談窓口も設置されます。 新潟市議 中山均（事務所230-6442）

１．住宅の応急修理

• 「準半壊」以上が対象で、概要は右の市の資料参照。
• 右資料のフローでは罹災証明受領まで工事できないように見
えます（青枠・点線部分）が、先に着手することも可能です。

• ただし、最終的に補助の可否や額は罹災証明が確定してから
になります。場合によっては期待した通りにならない可能性
があることを踏まえての対応をお願いします。

• また、この制度を使う場合、補助分は市が業者に直接支払う
ので、ご自分で先払いしないようにご注意が必要です。

• 市のチラシについて、その他の修正・補足を緑枠・矢印で記
載してあります。

• 「１」から漏れる「一部損壊」被害や駐車場・門扉の修理
なども対象（細部は設計中）です。

• り災証明書（申請方法は右資料参照）が
発行された住家とその宅地内の工事が
対象で、右欄の区分で支援額が決まり
ます。例えば右欄「一部損壊」の修理で
15万円要した場合、うち10万円を支援します。

• 被害が比較的軽微なものや屋内の壁等の被害でも、「一部
損壊」として支援の対象になり得ます。

• 詳しくは公共建築課 226-2880 へ

２．「１」以外の住宅被害修理（細部は設計中）

３．住宅等の解体・撤去（制度設計中）

• 被害を受けた住宅に住み続けることが困難な場合、市営住宅への入居（半壊以上か応急危険度判定で「危険」）の他、民
間貸住宅への一時入居（半壊以上で一定の条件）を支援します。

• 世帯人数により賃貸住宅の設定家賃に上限があるなど条件があります。詳しくは住環境政策課 226- 2813 へ

４．賃貸型応急住宅への入居（いわゆる借り上げ住宅制度 1/17より受付中）

• 罹災証明で「半壊」以上と判定された家屋の解体・撤去
（その支障となる塀や立木、農作業小屋なども拡大検討
中）についての支援策で、近日中に公表予定です。

• 上記とは別枠で、ブロック塀等の単体の撤去も別検討中。
• これらについてはいずれも細部や制度を検討中で、当面の
問い合わせは中山へ

５．生活再建支援

• 半壊以上の被害を受けた世帯への支援で、たとえば全壊で建て替えの場合など最大400万円が支給されます。「１」
「２」と異なり使途の制限はありませんが、被害の程度や対処（建替・修理・転居など）によって支援額が変わります。

• 細部の設計や受付方法等は準備中で、詳しくは福祉総務課 226-1169 へ

この資料がお手元に届く時点では情報が更新・追加されている可能性があります。最新の情報は

右のQRコードからもご確認ください（新潟市の専用HP）

↓新潟市発行チラシ（1月中旬）、一部加工
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